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療養者とその家族の QOL を 
改善したい 
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もいくつかある。
　第一に、個人情報の扱いである。療養者の
身体的な問題を扱うため、個人情報の流出、
不当な利用は絶対に避けなければならない。
そのためには、Webコミュニティを開設する
機関－多くは訪問看護ステーションになると
思われる－は慎重のうえにも慎重を重ねて、
療養者の個人情報などを扱う必要がある。
　第二に、共有された情報の帰属はどこにな
るのか、という問題である。Webコミュニティ
で生まれた情報に価値があればあるほど、そ
の情報の帰属先はどこなのか、完全にオープ
ンなのか、明確にする必要がある。特に開設
した訪問看護ステーションの設置元が営利法
人であった場合、この問題は先鋭化する恐れ
があるので、十分に注意する必要がある。
（本論は、平成27年度科学研究費補助金（基
盤研究（C）、「Webコミュニティを用いた訪問
看護情報・知識の創発・学習プログラムの構
築」（課題番号：15K11815、（研究代表者：王
麗華））の研究成果の一部である。）
注
１）厚生労働省『医療・介護を取り巻く現状』平成
23年度版より。高齢者医療費の金額で見ると、
1985年は4.1兆円であったが、2000年に11.2兆円で 
10兆円を超え、2025年には24.1兆円に達すると見
通している。
２）厚生労働省『病院報告』各年度版より作成。
３）医療機関は病院及び診療所。老人ホーム等介護
老人保健施設と老人ホーム。ただし、1995年まで
老人ホームは自宅またはその他に含まれていた。
なお、助産所やその他を除外しているため、数値
を合計しても100％にはならない。
４）厚生労働省（2010）「平成20年受療行動調査（確
し、それを共有・発信する場を設けることで
ある。では、このような場をどこに開設すれ
ば良いか。これこそが、インターネット上の
Webコミュニティである。
　ICT技術が発達した今日では、パソコンだ
けではなく、スマートフォンやタブレット型
端末など、様々な手段を用いて容易にイン
ターネットにアクセスすることが可能である。
インターネット上にホームページを開設し、
そこにWebコミュニティを開設することに
よって、療養者やその家族、訪問看護師、様々
な関連職種の関係者が時間や空間の制約を受
けずに情報を持ち寄り、さらにそこでの情報
をもとに新たな情報が共有・発信されること
が繰り返されていく。その過程で、それまで
は暗黙知であった療養者の自分の感覚や家族
のあいまいな情報、訪問看護師の「気づき」
などが形式知に変換されていく。さらにこの
過程で、他の関係者も共有・発信された情報
に触発され、新たな情報の提供・共有が繰り
返されていく。
　Webコミュニティの最大の利点は、療養者
の居宅や訪問看護ステーションと異なり、関
係者以外も場に参加可能であるということで
ある。個人情報保護の問題などがあるものの、
形式知に変換され、誰でもが理解できる情報
になれば、それを他の人々も共有できるよう
になる。すなわち、一つの居宅、一つの訪問
看護ステーションに留まらず、より広い場へ
と情報の共有・発信が可能になるのである。
（2）今後の課題
　このように、インターネット上にWebコ
ミュニティを開設し、そこで情報共有・発信
の場を設けることは、非常に有効であると思
われるが、今後解決しなければならない課題
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と規定されている。いずれにおいても、居宅での
療養ということが訪問看護の基盤に置かれている
ことは明らかである。
19）福島・王（2014）、76頁。
20）同上書、73頁。さらに詳細に介護状況を検討し
てみると、単身世帯や核家族など家族規模の小型
化、女性の社会進出などライフスタイルの変化と
いった現代における家族機能の意識変化は家族成
員への在宅介護との関連性が大きいと考えられる。
内閣府の「男女共同参画社会に関する世論調査（平
成24年10月）」で、介護についてどのような形で
評価することが必要だと思うか尋ねたところ、「手
当の支給や税制上の優遇などで経済的に評価す
る」と答えた者の割合は30歳代から50歳代で、「こ
の役割について経済的・社会的に評価する必要は
ない」と答えた者の割合は70歳以上で、それぞれ
高くなっている。自分の介護についての評価は年
齢世帯によって意識も異なっている。また、都市
規模別に見ると、「この役割について経済的・社会
的に評価する必要はない」と答えた者の割合は町
村で高くなっていることから、地域によって介護
の意識も異なっている。
　　また、成人男女を対象に実施した内閣府「高齢
者介護に関する世論調査」（平成15年９月）では、
仮に自分自身が介護を必要とするようになった場
合に、自宅で介護されるとしたらどのような形の
介護をされたいかを尋ねたところ、「家族だけに介
護されたい」は12.1％であった。また、「家族の介
護を中心とし、ホームヘルパーなど外部の者も利
用したい」は41.8％であった。さらに「ホームヘ
ルパーなど外部の者の介護を中心とし、あわせて
家族による介護を受けたい」は31.5％であった。
これらの結果を平成７年の同調査結果と比較して
みると、「家族だけに介護されたい」は25.0％
→12.1％と、答えた者の割合が低下している。一
方で「ホームヘルパーなど外部の者の介護を中心
とし、あわせて家族による介護を受けたい」は
21.5％→31.5％と、答えた者の割合が上昇してい
る。このように、現在の介護に対する意識は、家
族中心の介護から社会的介護へと移行しつつあり、
家族介護に対する意識も時代とともに変化してい
定数）の概況」、18頁～19頁。
５）伊丹（1999）、23頁。
６）同上。
７）同上。
８）同上書、24頁。
９）同上書、25頁。
10）同上書、24-25頁。
11）同上書、41頁～44頁を参照。
12）伊丹は後に組織を前提として、「組織的情報蓄
積」を付け加え、「協働的な行動と学習」を「協働
的な組織行動」と変更した図を提示している。伊
丹、（2005）、49頁。しかし、後に指摘するように、
在宅看護の場は組織が前提になるとは限らないた
め、本論では組織を前提としていない論考を参考
にした。
13）当時の呼称であって、現在は保健師助産師看護
師法が2000年に改正されたことにより、看護師と
いう呼称が用いられている。
14）2007年度における老人訪問看護の件数は33万件
で前年度に比べて4.7％の増加、費用の額は239億
円で同じく6.5％増加している。
15）平成５年～平成11年　訪問看護実態調査（厚生
労働省統計情報部） 
16）平成12年～平成24年　介護サービス施設・事業
所調査（厚生労働省統計情報部） 
17）平成25年～平成26年　訪問看護ステーション数
調査（全国訪問看護事業協会）
18）健康保険法では第88条において「…疾病又は負
傷により、居宅において継続して療養を受ける状
態にある者（主治の医師がその治療の必要の程度
につき厚生労働省令で定める基準に適合している
と認めたものに限る。）に対し、その者の居宅に
おいて看護師その他厚生労働省令で定める者が行
う療養上の世話又は必要な診療の補助…」と規定
されている。また、介護保険法第８条４では「こ
の法律において「訪問看護」とは、居宅要介護者
（主治の医師がその治療の必要の程度につき厚生
労働省令で定める基準に適合していると認めたも
のに限る。）について、その者の居宅において看
護師その他厚生労働省令で定める者により行われ
る療養上の世話又は必要な診療の補助をいう。」
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ることが明らかになっている。同上書、73頁～76
頁参照。
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